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本日の流れ 

質疑応答 

終了 

15時30分～ 

16時05分～ 

    16時30分           

説明会 

 Double Impact 2035におけるサステナビリティ戦略について 
  登壇者：執行役員  IR本部 本部⾧    渡辺 祐一 

 

 トークセッション➀ 
  登壇者：ミリオンスター支社⾧   近藤 祐里亜 
      執行役員  IR本部 本部⾧    渡辺 祐一 
 

トークセッション➁ 
  登壇者：社外取締役 西谷 順平  
      執行役員  IR本部 本部⾧    渡辺 祐一 
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Double Impact 2035とサステナビリティの連動 

 成⾧機会と社会課題をマテリアリティと紐づけ、経済価値と社会価値の両立を図る 
 サステナビリティをDouble Impact 2035を実現するための重要な経営テーマと位置づける 

 マテリアリティを通じて非財務価値を高め、持続可能な成⾧基盤を強化する 
 その基盤のもとで成⾧戦略の実行力を高め、財務成果の創出につなげる 

主な必要人財 
価値創出最重要 

マテリアリ
ティ* 

内容 成⾧戦略 
経済的価値 社会的価値 

オペレーション人財 
マネジメント人財 
専門人財 

売上規模拡大とマー
ケットシェアの拡大 

地域住民の生活基盤の
維持・向上 店舗網の拡大 

・新規出店拡大 
・M＆A 
・新規業態 

オペレーション人財 
マネジメント人財 
専門人財 

収益力向上とブランド
価値の向上 

ワクワク・ドキドキと
圧倒的な価格 

新収益モデルの確立 
商品の差別化 
ブランド強化 

・惣菜戦略 
・PB/OEM 
・〇〇といえばドンキ 

マネジメント人財 
専門人財 

来店頻度向上と顧客単
価向上による売上拡大 

観光産業の活性化と多
様な顧客層の満足 顧客接点の高度化 ・インバウンド 

・マーケティング 

マネジメント人財 
専門人財 

コスト最適化による利
益率の向上と安定供給
の実現 

人権・環境に配慮した
商品の提供 調達・供給の最適化 ・サプライチェーン 

オペレーション人財 
専門人財 

生産性向上による収益
性の改善 

持続可能な店舗運営と
多様な働き方の実現 高効率オペレーションの確立 ・生産性改善 

*マテリアリティ➁（多様性の容認と働きがいのある職場づくり）及び➄（確固たるガバナンス）は、すべての成⾧戦略の基盤となる要素であるた
め、本整理では個別の紐づけからは除外 

地域社会と
の共生によ
る社会課題
の解決 

地域社会と
の共生によ
る社会課題
の解決 

地域社会と
の共生によ
る社会課題
の解決 

持続可能な
商品調達と
責任ある販
売 

持続可能な
商品調達と
責任ある販
売 
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Double Impact 2035の達成に向けた人財ポートフォリオ 

 人財ポートフォリオを戦略的に再設計 
 4つの人財カテゴリーごとに、求める人財像と厚みを明確化 

 採用・配属・育成・生産性向上施策を一体で推進し、機動的な人財マネジメントを実現 
 タレクエによる人財発掘や先取り研修を通じ、必要人員を迅速にアサインできる体制を構築 

店⾧、支社⾧、ブロック⾧など 
 

 出店拡大に伴う新規ポスト増 
 マネジメントレベルの強化 

 

マネジメント人財 

リーダー人財 

オペレーション人財 

専門人財 
役員、部門⾧など 
 

 サクセッションプランの高度化 
 次々世代を含めた人財プールの厚み拡充 

 

MDプランナー、フロアスタッフなど 
 

 メイト主体店舗の拡大 
 オペレーションの効率化 

 ※MDプランナー：店舗におけるMD（商品担当）の責任者 

商品企画、技術職、語学力など 
 

 生鮮等の強化分野の専門技術職強化 
 インバウンド対応、海外出店に伴うグローバル人財増 
 PB/OEM商品強化に伴う製品安全・人権の強化 
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Double Impact 2035における必要人財：出店戦略 

 2035年6月期までに、250店舗の新規出店を計画（国内事業 計1,000店舗） 
 新規出店と新規業態展開の両輪によるマーケットシェアの拡大 
 大規模な出店拡大により、人財需要が急拡大 

 
出店戦略による店舗数の拡大 

抜擢機会の拡大 

 新規出店：250店舗 
• ロードサイド型：+120店舗、レールサイド型：+80店舗、インバウンド型：+50店舗 

 
 業態転換：約200～300店舗 

• ロビン・フッドの展開拡大 
 

 店⾧・MDプランナーだけで約2,500名のポストが生まれる 
 この他にも、多くのマネジメント人財が必要となる 

メイトを含め、手挙げを主体とした人財発掘・登用により「人財大成⾧時代」を迎える 

出店に伴う社内公募の開示 
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 必要となる人財の発掘・育成に向けた手挙げの仕組みの拡充 
 メイト活躍とマネジメント人財の強化により、生産性の高い店舗運営を実現 

 手挙げによる研修・参加型企画の拡大・充実 
• 職責を見据えた先取り研修（成⾧プログラム）の拡充 
• マネジメント職への社内公募を実施 
• 昇格やキャリアアップ/キャリア開発研修の実施 

Double Impact 2035における必要人財：出店戦略 

 メイトMDプランナーの輩出拡大 
 マルチタスクオペレーションの導入やDX化による、メイト主体店舗の増加 
       <参考>店⾧以外メイトで構成された店舗：49店舗 ※2026年6月現在 

 

主な取り組み 

メイト中心のコスト効率の高い運営と、 PPIHが誇る高い生産性により、高収益性を実現 

若手社員による、店⾧への手挙げ促進ツアーの様子 

参加人数手挙げによる参加型研修・企画

約2,400名 
約18種類 

・店⾧や支社⾧へのキャリアアップなどを目的とした各種「先取り研修」   
・経営幹部をめざし実践的な経験を積むことができる「SUN RISE委員会」 等 

研修 

約2,400名 
約7種類 

・食品強化戦略に紐づき、商品開発・人財発掘を目的とした「デリカの鉄人」 
・新規事業アイデアを募集する社内コンテスト「創造的破壊選手権」 等 

企画 

◆2025年7月～2026年2月に実施した研修・企画 
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Double Impact 2035における必要人財：惣菜戦略 

惣菜戦略 

 2035年6月期までに、惣菜売上2,000億円・構成比5.4%を計画 
 惣菜を新たな来店動機の柱として確立 
 ロビン・フッド、MEGA業態モデルの拡大により新規顧客層と新たな収益モデルを獲得 

■ロビン・フッド：カネ美食品との協業強化 
 安さ・楽しさ・美味しさを軸に、 
      話題性と独自性を活かした商品開発を推進 
 定期的な商品改廃を通じて、 
      飽きの来ない買い場を実現し、継続的な来店を促進 
  <参考>うみゃ～棒 販売数：12,800個* 

    
■MEGA ドン・キホーテ：インストア惣菜の強化 
 調達力向上による、 
   価格・品質を両立した生鮮品の展開を拡大 
 惣菜の進化によりボリューム・見た目・美味しさに 

   インパクトのある新たな名物を創出 
 <参考>ニコ丼(税抜250円)販売数：約7,000個*  

 

各業態での食品強化×既存業態の展開拡大により、LTVを最大化することで、 
来店頻度増と顧客のニーズに根差した、⾧く愛される企業をめざす 

*参考値は2026年5月1日～5月31日の実績 
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Double Impact 2035における必要人財：惣菜戦略 

 惣菜戦略に必要な人財を獲得するための取り組みを強化 
 手挙げによるポジティブな人財プール拡大 
 商品創出だけにとどまらず、サプライチェーン全体の生産性と利益の向上を狙う体制構築 

 商品開発 
• 惣菜商品の創出を目的とした社内コンテスト「デリカの鉄人」で 
    「鉄人」に認定された従業員を商品開発部門へ抜擢  

<参考>認定者のうち6名が商品開発部門へ異動・配属 ※2026年6月現在 
 

 生鮮技術職 
• 精肉部門へのジョブチェンジを目的とした 
   ミート研修センターの設立、生鮮関連研修の実施 

 
 バリューエンジニアリング 

• SPA（製造小売）体制の整理・拡大に伴う原材料の一元管理など、 
      サプライチェーン全体の最適化を担う職務の立ち上げ 

 <参考>新規ポストとして、2名が配属 ※2026年6月現在 
 

 

デリカの鉄人 大会の様子 

成増ミート研修センターの様子 

主な取り組み 

TOPIC：TNFD情報開示対応 
初となるTNFD開示対応を行い、6月末に当社HPにて開示。 
当社は「食品・飲料」のバリューチェーン上流における自然関連リスクが相対的に大きい
ことが分かった。今後、食品強化に伴い、本結果に伴う管理・対応を検討。 
掲載ページ：https://ppih.co.jp/sustainability/materiality1/tnfd/ 
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働きやすさ×働きがいの両立 

 従業員が「挑戦と創造」を実践できる心身の状態をウェルビーイングと捉え、健康支援・メン
タルケアに取り組む専門部署を立ち上げ、ウェルビーイングを推進 

 「挑戦・創造」力を高めることで、働きがいと生産性向上をめざす  
 

 月1回のWEBアンケートを通じた心身不調者の早期発見とサポート 
 
 健診システム*の導入 

*健康診断等のデータを一元管理、時系列で結果確認・アドバイスを受けることができるシステム 
 

 意識改善 
• 健康・ストレスに関する基礎知識研修 
• ラインケア研修（管理職が部下のメンタルヘルスを支援するための教育・研修） 

 
 復職サポート 

• 休職から復帰する社員が安心して職場に戻れるよう支援 
 
 ⾧時間労働の発生防止 

 
 全従業員を対象とした各種相談窓口の設置 

主な取り組み 
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IRインフォメーション 

株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス IR部 
〒150-0043 東京都渋谷区道玄坂2-25-12 道玄坂通8F 
TEL：03-6416-0418 FAX：03-6416-1537 
e-mail : ir@ppih.co.jp 

IRに関するお問い合わせ先  

将来見通しに関する注意事項 

IRカレンダー  

本資料におきましては､投資家の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり､売買の勧誘を目的としたものではありません。本資料に
おける将来予想に関する記述につきましては､目標や予測に基づいており､確約や保証を与えるものではありません。また､将来に関する記述
につきましても､信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが､当社はその正確性､安全性を保証するものではありませ
ん。本資料は､投資家の皆さまがいかなる目的にご利用される場合においても､ご自身の判断と責任においてご利用されることを前提にご提
示させていただくものであり､当社はいかなる場合においてもその責任は負いません。 

第46期 （2026年6月期） 第4四半期 決算発表  
決算発表日（予定）：2026年8月18日（火曜日） 
会場：未定 （決定次第､改めてお知らせいたします） 
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〒150-0043 東京都渋谷区道玄坂2-25-12 道玄坂通8F 
TEL：03-6416-0418 / FAX：03-6416-1537 / e-mail : ir@ppih.co.jp 

https://ppih.co.jp/ 


